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１ 介護職員の処遇改善について 

  介護職員の処遇改善については、これまで以下のような取組みが行われてきました。 

◯平成 21年度～23年度 

介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対して、1 人当たり月額 15,000 円を交付。（介護職

員処遇改善交付金） 

◯平成 24年度 

介護報酬において、介護職員の賃金改善に充てることを目的とした処遇改善加算の創設。 

◯平成 27年度 

より一層の資質向上・雇用管理の改善等の取組みを進める事業者を対象に、月額平均 12,000

円相当を上乗せする区分の創設。 

◯平成 29年度 

経験や資格等に応じた昇給の仕組みを構築した事業者に対して、月額 10,000円相当の更なる

上乗せ評価を行う区分の創設。 

 

（現行の処遇改善加算） 
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２ 介護職員の更なる処遇改善 

  今年の 10月には、現行の介護職員処遇改善加算に加え、経験・技能のある職員に重点化を

図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める「介護職員等特定処遇改善加算」（以下、特

定処遇改善加算という。）が新設される予定です。 

 

（１）取得要件 

・現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得していること。 

・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること。 

・介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行

っていること。 

 

（２）サービス種類内の加算率 

・サービス提供体制強化加算（最も高い区分）、特定事業所加算（従事者要件のある区分）、日常

生活継続支援加算、入居継続支援加算の取得状況を加味して、加算率を 2段階に設定。 
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（算定率） 
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（３）事業所内における配分方法 

 特定処遇改善加算の配分方法については、下記のルールを踏まえたうえで、事業者に一定の裁

量が認められています。 

 

◆介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員（※）のうち、「月額 8万円」以上の改善

又は改善後の賃金が「役職者を除く全産業平均水準（年収 440万円）」となる者を設定・確保す

ること。 

  ➡リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を実現 

※「2019年度介護報酬改定に関する審議報告（2018年 12月 26日）」においては、勤続 10年以上の介護福祉士

を基本としつつ、勤続 10年の考え方については、事業所の裁量で設定できるとの記載あり。 

※「小規模な事業所で開設したばかりである等、設定することが困難な場合は合理的な説明を求める」との、例

外についての記載あり。 

 

◆配分するスタッフを、①経験・技能を有する介護職員、②その他の介護職員、③その他の職種

に区分したうえで、 

・①の平均処遇改善額は、②の平均処遇改善額の 2倍以上とすること。 

・③の平均処遇改善額は、②の平均処遇改善額の 2分の 1を上回らないこと。 

※③その他の職種の者のうち、年収 440万円以上の者は対象外。 

※①、②、③内での一人ひとりの処遇改善額は、柔軟に設定可能 

  

平
均
処
遇
改
善
額 

①経験・技能のある介護職員 ②その他の介護職員 ③その他の職種 

1/2 以下 

2 倍以上 

経験・技能のある介護職員は、その他の

介護職員の 2倍の処遇改善 
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（４）論点 

 特定処遇改善加算について、社会保障審議会介護給付費分科会では、種々の論点について以下

のような対応案が検討されています。 

 

◆論点１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇対応案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◯新加算の取得要件として、現行の処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得していることに加

え、 

・処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること 

・処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っている

こと 

とされているが、具体的にはどのような取扱いとするか。 

【処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること】 

◯現行の処遇改善加算においては、算定要件の一つとして、職場環境等要件を設けており、職場

環境等の改善に関する取組について、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、「その他」に区分

し、実施した項目について報告を求めることとしている。 

◯新加算の算定要件としては、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、「その他」それぞれの区

分で、1つ以上の取組みを行うこと等、実効性のある要件となるよう検討してはどうか。 

 

【処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っている

こと】 

◯利用者が、適切に事業所等を比較・検討できるよう、介護事業者は、年 1回、直近の介護サー

ビスの情報を都道府県に報告し、都道府県等は報告された内容についてインターネットに公表し

ている。（介護サービス情報公表制度） 

◯新加算の要件として、 

・「提供サービスの内容」において、新加算の取得状況を報告すること 

・「従業者に関する情報」において、賃金改善以外の処遇改善に関する具体的な取組内容の報告を

求めること、を検討してはどうか。あわせて、情報公表制度においては、介護職員処遇改善加算

に関する具体的な説明がないことから、処遇改善に取り組む事業所であることを明確化すること

等を検討してはどうか。 



7 

 

 

  

（参考資料） 
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◆論点２ 

 

 

 

 

 

◇対応案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆論点３ 

 

 

 

 

◇対応案 

 

 

 

 

 

 

 

◆論点４ 

 

 

 

◇対応案 

◯経験・技能のある介護職員において「月額 8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均水準

（440 万円）」を設定・確保することとし、「小規模な事業所で開設したばかりである等、設定す

ることが困難な場合は合理的な説明を求める」としているが、「設定することが困難な場合」の考

え方を明確化してはどうか。 

◯どのような場合が上記の例外事由にあたるかは、個々の実態を踏まえ個別に判断する必要があ

るが、以下の場合を基本として判断することとする等、考え方の明確化を図ることを検討しては

どうか。 

・小規模事業所等で加算額全体が少額である場合 

・職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引き上げるのが困難な場合 

・8万円等の賃金改善を行うにあたり、これまで以上に事業所内の階層・役職やそのための能力・

処遇を明確化することが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を

要する場合 等、考え方の明確化を検討してはどうか。 

 

◯「経験・技能のある介護職員」については、「勤続 10年以上の介護福祉士を基本とし、介護福

祉士の資格を有することを要件としつつ、勤続 10 年の考え方については、事業所の裁量で設定

できることとする。」としているが、事業所の裁量についてはどのように考えるか。 

◯「勤続 10年」の考え方については、 

・勤続年数を計算するにあたり、同一法人のみの経験ではなく、他法人や医療機関での経験等も

通算できること 

・10年以上の勤続年数を有しない者であっても、業務や技能等を勘案し対象とできること 

等、事業所の裁量を認めることを検討してはどうか。 

◯事業所内における配分にあたり、法人単位での対応を可能とする等の配慮を求める意見がある

が、どのように考えるか。 

◯現行の処遇改善加算においても、法人が複数の介護サービス事業所を有する場合等の特例とし

て、一括した申請を認めることとしており、新加算においても同様に法人単位での対応を認める

ことを検討してはどうか。 


